
０１ 実態調査

北海道運輸局管内の各自治体における交通サービス等実態調査等業務 概要

●移動需要の減少や運転手不足等により、公共交通の確保は危機的な状況。特に地方部における交通空
白は深刻な状態。また、現在交通空白が発生していない地域においても、将来的な交通空白の発生が
危惧される。

●交通空白を解消するためには、地域の自家用車の活用や、自治体間における連携など、あらゆる手段
を駆使して取り組む必要がある。

●国においても、プッシュ型・オーダーメイド型の伴走支援を進めるため、各自治体における交通サー
ビス及びニーズ等を調査し、情報を整理する。

業務目的

業務内容

０２ ニーズ調査

●道内179自治体が提供等をしている交通サービス※について、自治体の公式情報や公表資料を基に、交
通サービスの分類、有償/無償の別、運行ルートや便数、対象者や運行期間などを調査（整理された情
報については、「03情報整理」のとおり）

※鉄道及び道路運送法の規定に基づく旅客運送事業のみならず、無償運行バスやスクールバス、福祉輸
送等の当該自治体内で運行される全ての運行サービスのほか、タクシー助成等の当該自治体内で提供
される全ての移動支援（本事業における定義）

調査内容小項目中項目大項目

-人口規模/担当部署名基本情報基本情報

駅数/便数鉄道・軌道

有償で運行
されている
旅客運送事業

自治体内の
運送手段

事業者数/路線数/便数都市間高速バス

道路運送法に基づく運行サービスの便数
（4条・21条・78条）

路線バス等

運行区域別の道路運送法に基づく運行
サービスの便数（4条・21条・78条）

予約運行

事業者数福祉有償運送

事業者数/サービス提供時間帯法人タクシー

路線数/便数/一般混乗の有無スクールバススクールバス、
患者送迎バス 路線数/便数患者送迎バス

路線数/便数無料送迎バス等その他

事業名-バス等助成
移動支援策

実施の有無/実施している場合の事業内容-タクシー助成

※2025年1月末時点

１）調査方法

●道内179自治体の地域交通担当者にアンケート調査を実施

２）調査内容

設問大項目

ⅰ.交通サービスに充てている財源
ⅱ.交通サービスを担う交通事業者等の課題（人材確保/車両・設備等）
ⅲ.地域交通を担当する職員の状況
ⅳ.交通サービスの利用状況の課題
ⅴ.自治体が所有する車両等の機材の課題
ⅵ.新しい交通サービスの導入意向（自動運転/スローモビリティ/

訪問型サービスD/互助による輸送/無償バス）
ⅶ.自治体が提供する既存の交通サービスの見直しの検討内容

①交通サービスについて

ⅰ.地域交通に関する制度について必要な情報提供や支援
ⅱ.地域交通に関する合意形成を進める上で必要な情報提供や支援
ⅲ.他地域の事例を参照するにあたり必要な情報

②地域交通の
担当者としての意見

ⅰ.地域交通の運行に関して、緩和を希望する規制
ⅱ.地域交通の運行財源における必要な支援制度

③地域交通を支える
自治体としての意見

３）調査結果概要

①交通サービスについて

ⅰ.自治体の財源への依存度が高く、運賃収入や広告収入などの多様な財源確保が課題
ⅱ.人材不足が深刻であり、車両・設備の維持や経営の安定化が必要
ⅲ.専任職員の少なさや研修機会の不足により、継続的な対応や専門性の向上が課題
ⅳ.老朽化が進む車両や設備の更新が難しく、財源確保や新規導入の困難さが大きな課題
ⅴ.特定地域や利用者層への対応不足も課題となり、利用促進策やサービスの最適化が必要
ⅵ.無償バスは住民からの要望が高く、自動運転や訪問型サービス、互助による輸送に関心
ⅶ.財源や需要のバランスを考慮しながら、効率的な運行の維持が課題

②地域交通の担当者としての意見

ⅰ.制度理解の促進や情報提供の強化が求められ、研修や相談機会の拡充も課題
ⅱ.住民の意見を適切に反映する手法や成功事例の共有が不足しており、調整や説明の手法の改善が課題
ⅲ.失敗事例の共有も求められており、新技術の活用事例や専門家の解説が不足

③地域交通を支える自治体としての意見

ⅰ.既存の補助制度の要件緩和が最も多く、新たな交通サービス導入や運行規制の見直しも求められており、
柔軟な制度対応が課題

ⅱ.安定した財源確保が課題であり、補助率引き上げや新たな資金調達手法の導入が必要



０３ 情報整理

北海道運輸局管内の各自治体における交通サービス等実態調査等業務 概要

０５ 各種補助メニューなどの支援策の整理

●「01実態調査」で整理した内容を基に、自治体の交通サービ
スを概要的に整理した「概要シート」及び各交通サービスを
整理した「詳細シート」の2種類を自治体ごとに作成
※右図参照

１）補助メニュー整理の視点

●事業の概要/事業の要件/支援内容/エントリー方法/スケジュール/備考を整理

０４
複数市町村が運営する広域に
跨る自家用有償旅客運送等の事例調査

１）調査方法

●自治体の公開情報等を基に一次整理を行うとともに、必
要に応じて追加調査（ヒアリング）を実施

２）調査内容

調査内容大項目

人口/高齢化率/取組キーワード基本情報

サービス実証前の状況・問題・課題/導入したサービスの概要/サービス導
入による効果

経緯と概要

実施主体/運行区間・区域/運行曜日/運行本数/運賃/支払い方法交通サービスの概要

延べ利用者数/平均乗車人数 等取組成果

定性的な効果/定量的な効果導入効果

今後の運営にあたっての課題/運行見通し等の展望課題と展望

時刻表/路線図その他

３）事例整理

事例道内/道外

●【岩宇地域】岩宇地域公共交通活性化協議会
78条乗合バス・「岩内ターミナル～神恵内村方面（岩内協会病院、岩内高校まで延伸）」

●【中頓別町・浜頓別町】中頓別町・浜頓別町地域公共交通活性化協議会
78条デマンドバス・「音威子府村交通ターミナル～中頓別町～浜頓別町」

道内事例

●【茨城県】地域連携公共ライドシェア
78条デマンドバス・「各市内の交通空白地および周辺地区」

●【滋賀県】湖東圏域公共交通活性化協議会
4条デマンドバス・「7地域・15路線」

●【群馬県】多野藤岡広域市町村圏振興整備組合
4条乗合バス・「新町駅～上野村しおじの湯（段階的に延伸）」

道外事例

その他
調査・
育成等

ICT化
施設
設備

車両
購入等

運行費
(実証)

運行費
(本格)

担当省庁

17ﾒﾆｭｰ20ﾒﾆｭｰ18ﾒﾆｭｰ27ﾒﾆｭｰ21ﾒﾆｭｰ5ﾒﾆｭｰ5ﾒﾆｭｰ国土交通省

2ﾒﾆｭｰ1ﾒﾆｭｰ2ﾒﾆｭｰ1ﾒﾆｭｰ-1ﾒﾆｭｰ-内閣府

4ﾒﾆｭｰ4ﾒﾆｭｰ4ﾒﾆｭｰ2ﾒﾆｭｰ2ﾒﾆｭｰ3ﾒﾆｭｰ-総務省

---3ﾒﾆｭｰ6ﾒﾆｭｰ--環境省

2ﾒﾆｭｰ1ﾒﾆｭｰ1ﾒﾆｭｰ2ﾒﾆｭｰ-1ﾒﾆｭｰ-経済産業省

2ﾒﾆｭｰ---1ﾒﾆｭｰ--その他

２）補助メニュー活用に向けたフローチャートの作成


